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第１章 計画の位置づけ 

 

練馬区一般廃棄物処理基本計画（以下「一廃計画」という。）は、区の一般廃

棄物処理に関する施策の方向を規定するものです。本章では、一廃計画の法的

位置づけのほか、一廃計画の枠組みについて記述します。 

 

１‐１ 法的根拠 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）第 6

条において、区市町村が一般廃棄物処理計画を定めることを規定しています。

一廃計画は、廃棄物処理法第6条および練馬区廃棄物の処理および清掃に関す

る条例（以下「廃棄物処理条例」という。）第18条の規定により、区が策定す

る一般廃棄物の処理に関する基本的な事項を定めるものです。 

なお、廃棄物処理法第６条および区の廃棄物処理規則第５条では、記載すべ

き事項として①一般廃棄物の発生量および処理量の見込み、②一般廃棄物の排

出の抑制のための方策に関する事項、③分別して収集するものとした一般廃棄

物の種類および分別の区分、④一般廃棄物の適正な処理およびこれを実施する

者に関する基本的事項、⑤一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項、⑥その

他一般廃棄物の処理に関し必要な事項が規定されています。更に、環境省令第

１条の３においては、基本的な事項について定める基本計画と基本計画の実施

のために必要な各年度の事業について定める実施計画とに分けて策定しなけれ

ばならないことになっています。 

一廃計画は、練馬区基本構想、練馬区長期計画、練馬区環境基本計画の下位

計画に位置づけるとともに、国の循環型社会形成推進基本計画に従い、東京都

廃棄物処理計画および東京二十三区清掃一部事務組合（以下「清掃一組」とい

う。）の一般廃棄物処理基本計画と整合させた計画とします。 

練馬区リサイクル推進条例に基づき策定しているリサイクル推進計画は、一

廃計画の目標達成に向けた行動計画と位置づけています。 

そのため、今回から一体として改定します。 

 一廃計画の課題解決に向けた施策については、第５章リサイクル推進計画の

重点的取り組み項目および継続する取り組み項目として選定します。 

２３区では、処理施設の整備に関する事項『施設整備計画』は、各区が独自

に設置するもの以外、清掃一組の一般廃棄物処理基本計画で定めています。 

一廃計画とリサイクル推進計画の相関図は、図１－２のとおりです。 
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図１－２ 一廃計画とリサイクル推進計画の相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ 一廃計画の位置づけ 
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１‐２ 対象地域 
 

対象とする地域は、練馬区全域とします。 

 

１‐３ 対象とする廃棄物 

 

一廃計画は、区内で発生および処理するすべての一般廃棄物を対象とします。

そのため、区が処理する一般廃棄物だけでなく、廃棄物処理法第6条の2第5

項に規定する多量排出事業者に指示して処理させる一般廃棄物や、区以外の者

が処理する一般廃棄物についても対象になります。 

廃棄物とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アル

カリ、動物の死体、その他の汚物または不要物であって、固形状または液状の

ものをいいます。なお、資源も対象となります。 

一般廃棄物とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいいます。 

 

図１－３ 廃棄物の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１‐４ 計画の期間 

 

一廃計画は、平成23年度から平成32年度までの１０年間を計画期間とし、

概ね5年ごとに改定します。なお、諸条件に大きな変動があった場合には、必

要に応じて見直しを行います。 
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第２章 基本理念と区民・事業者・区の役割 

 

 本章では、基本理念や区民・事業者・区の役割について示します。 

 

２‐１ 基本理念 

 

一般廃棄物処理の基本理念は、練馬区基本構想でめざす10年後の姿『とも

に築き 未来へつなぐ 人とみどりが輝く わがまち練馬』を清掃・リサイク

ル分野においてその役割を果たすために、次のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

循環型社会を実現するうえで、一般廃棄物処理はきわめて重要であり、一般

廃棄物処理を通じて、持続可能な社会を形成し、未来につなぐ練馬区をめざし

ます。 

また、一般廃棄物処理の大きな目的である公衆衛生の向上と良好な生活環境

を維持することは、区の責務であり、その目的を達成するために、区民・事業

者・区がそれぞれの役割を果たすことにより、生活の場・事業活動の場として

の練馬区の価値を高めることになります。 

一般廃棄物処理量の抑制は、区の一般廃棄物処理システムの将来にわたる安

定性にも寄与するものであり、一般廃棄物処理にかかる区の財政負担の軽減を

図ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

区民･事業者とともに循環型社会を形成し、次世代にみどり豊かで良好な環

境を継承することのできる都市をめざす 
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２‐２ 区民・事業者・区の役割 
 

区では、平成 12年の清掃事業移管以来、区民・事業者・区が協働して循環

型社会の構築に取り組み、一定の成果を上げてきました。今後は、地球温暖化

防止のため、低炭素社会や多様な生物が共存できる自然共生社会の実現も含め、

環境問題全体を見据えた循環型社会の構築が必要です。区民・事業者・区は、

相互の理解を深め、基本的な役割に基づいて取り組んでいきます。 

 

 

(1) 区民の役割 

区民は、ごみの適正な排出を心がけることはもとより、一人ひとりが日常

生活の中でごみの発生抑制に努め、再使用を進めるとともに、再生品の利用

に取り組みます。また、町会・自治会などの地域団体や市民団体、ＮＰＯな

ども区民の視点に立ち、積極的に関与し循環型社会形成に向けて取り組みま

す。 

① ライフスタイルの転換 

使い捨ての生活を見直し、環境に配慮した製品を選択するようにライフ

スタイルを転換するとともに、地域での環境活動の担い手として活動しま

す。 

② 発生抑制 

ごみの排出者であることの自覚を持ち、ごみの発生を抑制します。 

③ 再使用 

不用品交換情報の活用などにより再使用に努めます。 

④ リサイクル 

集団回収などのリサイクル活動に積極的に参加します。 

⑤ 適正排出 

資源・ごみの分別ルールを守り、排出場所の清潔保持に努めます。 

 

(2) 事業者の役割 

事業者は、事業活動に伴って生じたごみを自己処理責任に基づき処理する

ために、適切な分別を行い、法令で定められた委託、収集・運搬、処分の基

準に則った処理を行うとともに、リサイクル率の向上を積極的に進めます。 

また、ごみの発生抑制、適正処理について区の施策に協力します。 

一般廃棄物の処理業者は、事業者から排出されたごみを適正に収集・運搬

するとともに、区の一般廃棄物の処理に関する施策に協力します。 
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① 区民・区との情報交流 

発生抑制やリサイクルについて情報・意見を交換し、区民・事業者・区

相互の情報交流を進めます。 

② 発生抑制 

拡大生産者責任の考え方に基づき、事業活動を進めます。 

③ 再使用 

事業活動に伴い使用する物品について、再使用に努めます。 

④ リサイクル 

各種リサイクル法に基づく取り組みを推進します。 

⑤ 適正処理 

収集・運搬、処分を一般廃棄物処理業者に委託したごみ処理が、適正に

行われたことを確認します。 

   一般廃棄物処理業者は、廃棄物処理法および廃棄物処理条例に基づき、

適正に収集・運搬、処分を行います。 

 

(3) 区の役割 

一般廃棄物のリサイクルや適正な処理を推進するために、区民や事業者と

のパートナーシップを図ります。また、他区や東京都とも調整を図りつつ、

区における一般廃棄物の統括的な処理責任を負います。 

① 排出事業者としての役割 

区内最大級の排出事業者として、ごみを減らす（リデュース）、繰り返し

使う（リユース）、再資源化（リサイクル）の３Rと適正処理に率先して取

り組みます。 

② 区民・事業者への支援 

区民や事業者の３Ｒ活動を促進するため、積極的な情報交流や普及啓発

に努め、環境教育や環境学習への参加の機会を提供します。 

③ リサイクル 

区民が参加しやすいリサイクルシステムを整備します。 

④ 適正処理 

公衆衛生の向上と生活環境の保全のために、適正なごみ処理を行うとと

もに、清掃・リサイクル事業のコストに関する情報を公開します。 

⑤ パートナーシップ 

循環型社会を構築するため、区民・事業者とのパートナーシップを図り、

コーディネーターとしての役割を果たします。 
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図２－１ 区民・事業者・区の協働のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働協働

協働

区民

事業者

●ライフスタイルの転換
●ごみの発生抑制
●不用品交換情報の活用
●リサイクル活動への参加
●分別ルールの遵守

区

区民･事業者とともに循
環型社会を形成し、次
世代にみどり豊かで良
好な環境を継承するこ
とのできる都市をめざ
す

●区民、区との情報交流の
推進
●拡大生産者責任に基づく
取り組み
●各種リサイクル法に基づ
く取り組み
●ごみの適正処理の確認

●排出事業者としての３Ｒの
率先的な取り組み
●区民・事業者の３Ｒ活動支
援
●参加しやすいリサイクルシ
ステムの整備
●適正なごみ処理の推進
●区民・事業者とのパート
ナーシップの構築



 8 

第３章 計画改定にあたって 

 

 前計画は、平成18年度から３２年度を計画期間として、平成17年度に改

定しました。その際、概ね５年間で見直しを図ることとしました。 

 

３‐１ 計画改定の背景 

 

(1) 国の動向 

平成20年には、循環型社会形成推進基本法に基づく循環型社会形成推進

基本計画が改定されました。この計画では、「環境保全を前提とした循環型社

会の形成」を軸に、低炭素社会・自然共生社会への取り組みとの統合を推進

することとしています。平成27年度に１人１日あたりの家庭から排出する

ごみの量を平成 12 年度比で 20%削減するなどの、具体的な目標を示して

います。 

同じく平成 20年には、ごみ処理基本計画策定指針が15年ぶりに改定さ

れました。新たな指針では、分別収集区分や処理方法などについて、環境負

荷面、経済面などから客観的な評価を行い、住民や事業者に対して明確に説

明するよう努めるものとされています。 

そのため、Plan(計画の策定)、Do(実行)、Check（評価）、Act(見直し)

のいわゆるＰＤＣＡサイクルにより、継続的に自らの一般廃棄物処理計画の

点検、見直し、評価を行うことが必要となります。 

 

(2) 東京都の動向 

  東京都では、都全域を対象とした「東京都廃棄物処理計画」を策定するた

め、東京都廃棄物審議会で議論が行われています。平成22年 11月には、

「東京都廃棄物処理計画の改定について中間のまとめ」を策定し、一般廃棄

物に関しては、平成19年度を基準として平成27年度には最終処分量を約

60%削減することを目標としています。目標を達成するためには、発生抑制、

再生利用量の増加、焼却灰の溶融スラグ化などによる最終処分量の減量が必

要であり、そのための主要施策の体系を示しています。 

 

(3) 清掃一組の動向 

  区のごみの中間処理（焼却処理、破砕処理）は、２３区が平成12年 4月

に設立した清掃一組が行っています。清掃一組では、平成22年度から平成
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32年度までを計画期間とした「一般廃棄物処理基本計画」を策定しており、

ごみ量は平成21年度の306万トンから平成32年度には288万トンにな

ると予測しています。 

 

３‐２ 練馬区の現状 

 

(1) 人口と世帯数等 

① 人口 

平成 12 年には 660,999 人であった区の人口は、平成 17 年には

685,663 人、平成 21 年には 706,941 人へと増加しています。平成

32年には739,612人に増加することが予測されています。 

 

図３－１ 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 人口の将来予測 
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 ② 転入者数 

 平成 20 年の区の転

入者数は 41,465 人、

転出者数は 37,634 人

で人口の約 6%程度が

入れ替わっていること

になります。 

 

 

 

 

 

 

 ③ 単身世帯 

平成 17 年の国勢調

査 に よ る と 、 区 の

278,380 世帯のうち、

単身世帯が 98,493 世

帯と約 35%を占めて

います。 

 

 

 

 

 ④ 高齢者（６５歳以上） 

平成 21 年の高齢者

人口は 132,979 人、

人口に占める高齢者の

割合は 18.9％と増加

しています。 

 

 

 

 

 

図３－３ 転入者数の推移 

図３－４ 家族人数別の世帯割合 

図３－５ 高齢者人口と割合の推移 

出典：区統計資料 
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 (2) 住居形態 

平成 17 年の国勢調査に

よると、区の274,151世

帯のうち、集合住宅が

163,788 世帯と約 60%

を占めています。 

 

※国勢調査の項目ごとの回答の有無により 

図 3-4と総数が合わなくなります。 

 

 

(3) 事業所 

平成 18 年の事業所・企業統計調査によると、区内の 21,554 事業所の

うち、9 割以上にあたる 20,370 事業所は従業者数 30 人未満の事業所で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６ 住居形態 

図３－７ 従業者規模別事業所割合 図３－８ 業種別事業所別割合 
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出典：国勢調査
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出典：平成18年事業所・企業統計調査
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 (4) ごみ量 

収集ごみと持込ごみを合わせた総ごみ量は、平成 12 年度に 192,167t

であったものが、平成 17 年度には 185,999t、平成 21 年度には

167,265t へと減少しています。 

また、収集ごみ量も平成 12 年度に 176,272ｔであったものが、平成

21年度には142,182ｔへと減少しています。 

収集ごみは、区が収集または収集を委託した一般廃棄物のことです。 

持込ごみは、事業者または収集運搬許可業者が中間処理施設に持ち込む

事業系一般廃棄物のことです。 

 

図３－９ 総ごみ量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１０ 収集ごみ量の推移 
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 (5) 資源量 

平成 12 年度に 31,932t であった区の資源量は、平成 17 年度には

38,006t、平成21年度には44,678t へと増加しています。 

 

    図３－１１ 資源量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 発生量 

資源量と収集ごみ量の合計値を発生量とすると、平成 12 年度に 863g/

人日であった発生量は、平成17年度に814g/人日、平成21年度に724g/

人日へと減少しています。 

 

図３－１２ 1 人 1日あたりの発生量の推移 
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11,394

1,541
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(7) ごみ・リサイクル経費の推移 

  資源とごみの１ｔあたりの処理経費について、ごみは平成21年度に不燃

ごみが大幅に減少したことなどにより51,446円と前年に比べ2,546円減

りました。 

  資源は、容器包装プラスチックを分別回収したことにより、58,317円と

前年に比べ28,849円増えました。 

  処理経費を区民１人あたりに換算すると平成21年度は、ごみが10,347

円、資源が3,847円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１３ ｔあたりの処理経費の推移 

図３－１４ 区民１人あたりの処理経費の推移 
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３‐３ 一般廃棄物処理の課題 
 

(1) 発生抑制における課題 

① 発生抑制の推進 

区内で回収した資源量と区が収集したごみ量の合計量は平成12年度の

863g/人日から平成 21 年度の 724g/人日へと減少しています。このこ

とは発生抑制が進んだことを示しています。循環型社会形成推進基本法で

も、発生抑制は最優先の課題となっていることから、今後も、発生抑制を

推進する施策が必要です。 

② 事業者への働きかけ 

平成 21年度の資源・ごみ排出実態調査によると、家庭系可燃ごみには

10.7%、不燃ごみには20.4%の容器包装が含まれています。区は、販売

事業者などに対して、店頭での回収を実施するよう働きかけていくことも

必要です。 

 

(2) 適正処理における課題 

① 分別協力率の向上 

1) 平成 21年度資源・ごみ排出実態調査によると、家庭系可燃ごみの中

には 18.5％の資源化可能物と 1.3%の不燃物が、家庭系不燃ごみの中

には、23.7%の資源化可能物と5.7%の可燃物が含まれています。平成

20 年度に実施した分別変更により、特に不燃ごみに含まれる可燃物量

は、平成 20 年度に 17.8%であったものが 5.7%と減少し、分別協力

率は向上しています。分別は適正処理の基本であることから、今後も分

別協力率を高める施策が必要です。 

2) １年間で区民の約６％が入れ替わっていることから、転入者に対して

ごみの分別ルールについて周知する施策が必要です。 

3) 区内の高齢者の割合が 18.9%であり、今後も増加が見込まれること

から資源やごみ出しの補助など、高齢者に配慮した施策が必要です。 

4) 集合住宅の割合が 60%を占めていることから、集合住宅の特性を活

かした普及啓発事業が必要です。 
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  ※ 図 3-15、図3-16の出典は、平成21年度に実施した「資源・ごみの排出実態調査」より 

図３－１５ 家庭系可燃ごみの組成割合 

図３－１６ 家庭系不燃ごみの組成割合 

可燃物 80.2%
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チック 5.3%

処理困難物 0.6%

びん・缶・ペット
ボトル 0.4%

その他不燃物
0.7%
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② 事業系ごみの適正処理の促進 

平成21年度に実施した事業者

アンケートなどからみると、ごみ

量の 43.5％は事業系ごみです。

廃棄物処理条例第９条では、「事

業者は、その事業系廃棄物を自ら

の責任において適正に処理しな

ければならない。」と定めていま

す。事業者から、排出されたごみ

を適正に処理するために、区と収

集運搬許可業者の役割分担を明

確化することが必要となります。

また、適正処理を促進するために、

事業者に対して適切な指導や情

報提供が必要です。 

 

(3) 環境負荷の低減に向けた課題 

２３区では、平成20年度にプラスチック類を可燃ごみとする分別変更を

実施しました。当区は、容器包装プラスチックを分別回収し資源化したこと

により、温室効果ガスの排出量を抑制したと推測しています。また、その他

のプラスチックやゴム・皮革類を可燃ごみとしたことにより、最終処分量は

減少しています。ごみ処理システムを変更する際には、環境負荷を事前に評

価し、環境負荷の少ないごみ処理システムにすることも必要です。 

 

(4) 清掃・リサイクル事業の効率化への課題 

平成17年5月に環境省が改正した『廃棄物の減量その他その適正な処理

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針』では、

地方公共団体の役割として、経済的インセンティブを活用した一般廃棄物の

排出抑制や再生利用の推進、排出量に応じた負担の公平化および住民の意識

改革を進めるため、一般廃棄物の有料化の推進を図るべきとされています。

こうした方針を踏まえ、当区においても清掃・リサイクル事業の実施に際し

ては、費用対効果を考慮するとともに、経済的インセンティブも働くような

施策を進める必要があります。 

 

 

図３－１７ 事業系ごみの割合 

出典：清掃管理課 

事業系
72,681
43.5%

家庭系
94,448
56.5%

収集ごみ
142,046

85.0%

持込ごみ
25,083
15.0%

(t/年)
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第４章 計画の目標と推進施策 

 

一般廃棄物の発生を抑制することは、環境負荷の少ない循環型社会の実現に

不可欠なことです。また、処理残さ等の埋め立てする量を圧縮することは、最

終処分場の延命化が図られ、一般廃棄物処理事業の安定性・継続性のためにも

必要なことです。 

一廃計画においては、一般廃棄物の収集ごみ量、資源量、発生量などの目標

を設定します。 

 

 

４‐１ 前計画の達成状況 

 

 前計画では、平成22年度を前期目標年度、平成32年度を後期目標年度

として、区民 1 人 1 日あたりの収集ごみ量、資源量、発生量について目標

値を定めています。平成21年度の実績値は、平成22年度の収集ごみ量の

目標値を達成しています。また、発生量については、平成32年度の目標値

を達成しています。一方、資源量については、平成22年度の目標値を達成

していません。 

 

 

表４－１ 前計画の目標値の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位(g/人日)

実績値

平成21年度 平成22年度 平成32年度

収集ごみ量 551 570以下 470以下 平成22年度目標を19g/人日下回り達成

資源量 173 220以上 300以上 平成22年度目標を47g/人日下回り未達成

発生量 724 790以下 770以下 平成32年度目標を46g/人日下回り達成

(注)収集ごみ量と発生量は目標値を下回ること、資源量は目標値を上回ることが目標です。

区分
目標値

達成状況
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４‐２ 数値目標の設定 
 

 前計画では、資源量の目標値は達成していませんが、発生量と収集ごみ量

については目標値を達成しており、区で循環型社会をめざす取り組みが進ん

でいることを示しています。 

一廃計画の目標値は、循環型社会をめざした目標値として発生抑制を重視

することとします。また、資源量の目標はごみに含まれている資源化可能物

の量の積み上げで設定することとします。 

 

(1) 指標の定義 

数値目標を評価するための指標を次のように定義します。 

z 発 生 量 ＝ 収集ごみ量＋資源量 
z 収集ごみ量 ＝ 収集可燃ごみ＋収集不燃ごみ＋収集粗大ごみ 
z 資 源 量 ＝ 集団回収量＋集積所回収量＋街区路線回収量＋ 

拠点回収量 

z 資 源 総 量 ＝ 資源量＋中間処理施設での収集ごみ量からの資源回収量 
z リサイクル率＝ 資源総量÷発生量 

 

(2) 目標値の設定 

① 前計画の目標値の達成状況などを踏まえ、平成32年度の区民1人1日

あたりの目標値を次のように設定します。 

 

 
 

発生抑制の促進とリサイクルの推進、事業系ごみの自己処理の促進に

より、収集ごみ量を平成 21 年度の 551g/人日から平成 32 年度には

470g/人日へと約8１g/人日に減量します。 

 

リサイクルの推進により、資源量を平成 21 年度の 173g/人日から

平成 32 年度には 198g/人日へと約 25ｇ/人日、増やします。また、

資源総量を181g/人日から 205g/人日に増やします。 

収集ごみ量は470g/人日をめざします。 

資源量は 198g/人日をめざします。 
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発生抑制を促進することにより、発生量を平成21年度の724g/人日

から平成32年度には668g/人日へと約56ｇ/人日に抑制します。 

 

 ② その他の目標 

    資源総量を発生量で除したリサイクル率を平成 21 年度の 25％から

平成32年度には６ポイント増の３1％とします。 

 

持込ごみ量は、排出者自らが適正に処理することを促進しているため

に、増加が見込まれますが、ほぼ横這いの25,919t とします。 

 

平成 21 年度の資源・ごみの排出実態調査では、可燃ごみ中に資源化

可能物が18.5%、不燃物が1.3%、合計19.8%含まれていました。 

この割合を平成32年度には、15%以下とします。 

 

発生量は 668g/人日をめざします。 

持込ごみ量は25,919t をめざします。 

可燃ごみ中の資源化可能物等の割合は15%以下をめざします。 

リサイクル率は３１%をめざします。 



 21 

表４－２ 一廃計画の目標値 

※平成32年度の年量は、目標値×365日×人口の将来予測（739,612人）で求めます。 

 

 

 

図４－１ 一廃計画の目標値 
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  単位：g/人日

指標 式 平成21年度 方向 平成32年度 平成21年度比

収集ごみ量 A 551 ↓ 470 -15%

資源量 B 173 ↑ 198 15%

発生量 C=A+B 724 ↓ 668 -8%

中間処理施設での資源回収量 D 8 － 7 -13%

総資源量 E=B+D 181 － 205 13%

F=E/C 25% ↑ 31% +6ポイント

G 25,083 － 25,919 3%

(注)端数処理のため各項目の合算値と合計値が合わないことがあります。

(注)人口は、各年10月1日現在

区民１人
１日あた
り
(g/人日)

リサイクル率

持込ごみ量(t/年)
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４‐３ 一般廃棄物の処理体制 

 

(1) ごみと資源の流れ 

① ごみ処理の流れ 

   ごみ処理の流れを図４－２に示します。 

 

図４－２ ごみの流れ 
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② 資源の流れ 

   資源の流れを図４－３に示します。 

 

図４－３ 資源の流れ 
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(2) 資源・ごみの排出方法 

  区が収集・運搬する資源・ごみの排出方法を表４－３に示します。 

なお、小規模事業者等の排出する産業廃棄物についても、一般廃棄物の処

理または処理施設の機能に支障が生じない範囲で収集・運搬を行います。 

 

表４－３ 区が収集する資源・ごみの排出方法 

 

分別区分 品目等 排出方法（原則） 備　考

可燃ごみ

紙くず、木くず、厨芥等の可燃物
（資源回収の対象・粗大ごみに相当
するものを除く。）

集積所ごとに決められた日時に、ごみ容器に
入れて排出する。容器の持ち出しや回収が困
難な場合には、内容物が識別できる程度の透
明度を有する袋で排出する。

不燃ごみ

金属、ガラス、陶磁器などの不燃物
（資源回収の対象・粗大ごみに相当
するものを除く。）

集積所ごとに決められた日時に、ごみ容器に
入れて排出する。容器の持ち出しや回収が困
難な場合には、内容物が識別できる程度の透
明度を有する袋で排出する。

古紙
新聞・雑誌、ダンボールの種類別に紐で縛っ
て集積所ごとに決められた日時に排出する。

紙パック

切り開いてからすすぎ、紐で縛って集積所ご
とに決められた日時に排出するか、または、
区立施設や販売事業者の拠点に置かれた回収
容器に入れる。

集積所での回収を平成23年4
月から実施する予定であ
る。

古布

洗うなどしてきれいな状態で、内容物が識別
できる程度の透明度を有する袋に入れ、決め
られた日時に、あらかじめ定められた区立施
設に持っていく。

乾電池
区立施設や販売事業者の拠点に置かれた回収
容器へ入れる。

容器包装プラスチック

食品残さ等の汚れを落とし、軽くすすぎごみ
容器に入れて排出する。容器の持ち出しや回
収が困難な場合には、内容物が識別できる程
度の透明度を有する袋で排出する。

粗大ごみ

家庭から排出される一辺がおおむね
３０cmを超える大型ごみ、建具、家
具、自転車など（洗濯機、テレビ、
エアコン、冷蔵庫、冷凍庫、衣類乾
燥機、パーソナルコンピュータを除
く。）

粗大ごみのうち、再使用・
再利用できる物について
は、簡易な修理・清掃を行
い、区民に提供する。

資源

びん・缶

ペットボトル

廃食用油

粗大ごみ受付センターに申込む。申込み時に
指定された日の決められた時間に、玄関前等
に排出する。
平成22年11月から、練馬区資源循環セン
ターに持ち込みを行う方法の選択が可能であ
る。

びんはふたを除き軽くすすぐ。缶も軽くすす
ぐ。びん・缶は、あらかじめ定められた場所
に、決められた日時に区が用意するかごへ入
れる。
びんは、赤色のかご、缶は緑色のかごに入れ
る。

ふたとラベルを除いてからすすぎ、販売事業
者の拠点に置かれた回収容器へ入れる。
あらかじめ定められた場所に、決められた日
時に区が用意する青色のネット状の袋に入れ
る。

使用済みのものは、ペットボトルに入れて排
出する。未開封のものは、未開封の容器のま
ま排出する。
排出は、決められた日時に、あらかじめ定め
られた区立施設に持っていく。
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(3) 一般廃棄物処理施設 

区内で排出されたごみは、区による収集・運搬、区の許可を受けた一般廃

棄物処理業者による収集・運搬、もしくは排出者自身による運搬によって、

一般廃棄物処理施設に持込み、適正に処理します。 

① 清掃一組の中間処理施設 

区が収集した可燃ごみ、不燃ごみおよび粗大ごみは、清掃一組が運営す

る清掃工場、不燃ごみ処理センターおよび粗大ごみ破砕処理施設において

処理します。一般廃棄物の中間処理施設の整備は、23 区共同で取り組む

ために、清掃一組が行います。なお、区内には練馬清掃工場、光が丘清掃

工場があります。 

 ② 最終処分場 

清掃一組の清掃工場などで処理した後の残さは、東京都が設置・管理す

る中央防波堤外側埋立処分場および新海面処分場において埋立処分します。 

③ 民間の処理施設 

区内で排出される一般廃棄物のうち、区の収集によらないものについて

は、清掃一組の処理施設のほかに、各区市町村の許可を受けた民間の一般

廃棄物処理施設を利用することができます。 

区が回収した資源は、民間の再資源化施設で再生します。 

 

(4) 区の清掃・リサイクル施設 

① 清掃事務所および事業所 

  練馬清掃事務所、石神井清掃事務所、谷原清掃事業所があります。 

  清掃事務所および事業所は、ごみの収集・運搬などの清掃事業を行う施

設です。区の清掃車両の管理は、谷原清掃事業所で行っています。 

② リサイクルセンター   

  関町リサイクルセンター、春日町リサイクルセンター、豊玉リサイクル

センターがあります。  

  今後、４か所目のリサイクルセンターを整備し、４館のネットワーク化

や練馬区資源循環センターとも連携した『リサイクルの輪』を構築します。 

③ 練馬区資源循環センター  

   粗大ごみや資源の持込機能、粗大ごみの中継機能を有している施設です。 

  施設の管理は、練馬区都市整備公社に委託しています。 

④ ストックヤード 

  田柄第１・２ストックヤードがあります。 
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第５章 リサイクル推進計画（３Ｒ・適正処理計画） 

 

 本章の「リサイクル推進計画」は、練馬区リサイクル推進条例第20条に規

定されている計画です。 

 

５‐１ 基本事項 
 

リサイクルは、単に廃棄物の資源化にとどまらず、廃棄物そのものの発生抑

制をめざすものでなければなりません。 

 この目的を達成するために、つぎに掲げる事項の順にしくみづくりを進める

ものとします。 

(1) 廃棄物の発生抑制を図ること。 
(2) 再使用を再生利用に優先すること。 
(3) 再生利用に当たっては、燃料としてではなく、材料として利用する方法    

を優先すること。 

(4) 廃棄の段階では、なるべく環境に負荷を与えない方法で適正に処理す
ること。 

 
５‐２ 施策体系の柱 

 

一廃計画の数値目標を達成するために、施策の体系を次のとおりとします。 

Ⅰ．発生抑制の推進 

Ⅱ．リサイクルの推進 

Ⅲ．参画と協働体制の推進 

Ⅳ．適正処理の推進 

 

５‐３ 施策体系図 
 

上記の４つの柱に基づき、具体的な事業内容の体系図を図５－１で示します。 

 体系図の網掛け部分は、重点的取り組み項目です。 

 

５‐４ 取り組み項目 
 

一廃計画の課題解決をめざした「重点的取り組み項目」と前リサイクル推進

計画からの具体的な取り組みを引き続き行う「継続する取り組み項目」とに分

けて示します。 
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図５－１ 施策の体系 
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1)環境に配慮した収集車両の導入やエコドライブの実施

1)不法投棄看板の配布、安全安心や古紙持去りのパトロール
と連携した不法投棄の監視を実施

2)練馬区都市整備公社などの民間事業者を活用した収集・運
搬体制の実施

1)資源物の種類ごとに適正処理されていることの確認

1)中央防波堤外側埋立処分場・新海面処分場での処分

区民への周知(1)

(2)

①事業系一般廃棄物の収集・運搬の役割分担の検討

①効率的で環境負荷の少ない収集・運搬体制の構築

①不法投棄の防止

①大規模排出事業者への適正排出に係る普及啓発

1)適正な排出への指導の実施

1)練馬区循環型社会推進会議での検討

1)ごみ処理経費やリサイクル経費の公表

①清掃・リサイクル事業にかかる経費の公開

①家庭ごみ有料化の検討

①小規模事業者に対する排出指導

①東京都の最終処分場での処分

事業系ごみの処理

(2)

(1)

区民・事業者への
情報公開

家庭系ごみの処理(2)

(3)

最終処分

1)区が収集する事業系廃棄物の基準の検討

2)収集運搬許可業者の活用に関する周知活動

②資源回収物の中間処理

①清掃一組による共同処理

②収集・運搬許可業者への助言・情報提供

1)２３区における共同処理体制の継続

1)収集・運搬許可業者への立入検査の実施

Ⅳ．適正処理の推進

中間処理

事業系一般廃棄物
の収集・運搬

収集・運搬業務の
円滑な実施

不法投棄の防止

事業者への周知
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(1) 重点的取り組み項目 

 

項目１ 広報・ＰＲ活動の充実 

 

柱 Ⅰ 発生抑制の推進 

１ 環境教育の推進と普及啓発 

(2) 普及啓発事業の推進 方  針 

① 広報・ＰＲ活動の充実 

目  標 
区民１人１日あたりのごみ量が目標年次に目標値を達成してい

る。 

取り組み内容 

1) ねりま区報、区ホームページで清掃・リサイクルなどの啓発事業を実施する。 

2) 外国人向け啓発パンフレットを充実する。 

3) 町会・自治会などと連携した啓発活動を実施する。 

4) 照姫まつり、環境・リサイクルフェア、地区祭などのイベントで啓発事業を

実施する。 

5) 地域単位の青空集会の実施を、ごみの分別の悪い集積所を対象として充実す

る。 

評価方法 

上記５つの個別施策の実績を踏まえ、区民１人１日あたりのごみ

量の減量度合い、可燃ごみ中の資源化可能物の混入率度合いによ

り評価する。 
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項目２ リサイクルセンター等地域拠点の充実 

 

柱 Ⅰ 発生抑制の推進 

１ 環境教育の推進と普及啓発 

(2) 普及啓発事業の推進 方  針 

② リサイクルセンター等地域拠点の充実 

目  標 

４か所目となるリサイクルセンターを設置し、練馬区資源循環セ

ンターと連携した事業などを展開する。また、４館の運営方針な

どにより円滑な事業運営がなされている。 

取り組み内容 

1) 練馬区長期計画(H22～H26)で位置づけている４か所目となるリサイクルセ

ンターの設置を具体的に明らかにし、４館のネットワーク化を構築するととも

に、練馬区資源循環センターとも連携しながらごみの発生抑制やリサイクルの

しくみづくりの場となる施設整備をする。 

評価方法 
４か所目の施設の整備に関する進捗状況や運営方針などの策定

状況を踏まえ評価する。 

 

 

項目３ 資源回収事業の継続 

 

柱 Ⅱリサイクルの推進 

３ 区が進める資源回収の推進 

(1) 資源回収事業の推進 方  針 

② 資源回収事業の継続 

目  標 
既存の資源回収事業において環境負荷を低減する取り組みを進

めるとともに、ごみの減量につながる新たな資源を回収する。 

取り組み内容 

1) 既存の資源回収品目の回収を継続する。 

2) 新たな資源回収品目の検討を進める。 

評価方法 
上記２つの個別施策の実績を踏まえ、収集・運搬における環境負

荷の低減の状況により評価する。 
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項目４ 事業系一般廃棄物の収集・運搬の役割分担の検討 

 

柱 Ⅳ 適正処理の推進 

２ 効率的な収集・運搬 

(2) 事業系一般廃棄物の収集・運搬  方  針 

① 事業系一般廃棄物の収集・運搬の役割分担の検討 

目  標 

ごみの排出事業者が、自らまたは収集・運搬許可業者への委託

化を進め、区が収集する事業系一般廃棄物が減少している。ま

た、区の収集システムを利用する事業者は、適正な排出がなさ

れている。 

取り組み内容 

1) 区が収集する事業系廃棄物の基準の検討を進める。 

2) 収集運搬許可業者の活用に関する周知活動を進める。 

評価方法 上記２つの施策の実績を踏まえ評価する。 

 

 

 項目５ 家庭ごみ有料化の検討 

 

柱 Ⅳ 適正処理の推進 

４ 適正な処理費用負担 

(2) 家庭系ごみの処理 方  針 

① 家庭ごみ有料化の検討 

目  標 
区民１人１日あたりのごみ量が目標年次に目標値を達成してい

る。 

取り組み内容 

1) 練馬区循環型社会推進会議で検討する。 

評価方法 
練馬区循環型社会推進会議の議論の検討状況、公表の状況を踏

まえ評価する。 
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(2) 継続する取り組み項目 

 

Ⅰ発生抑制の推進 

 

●廃棄物に関しての環境教育・環境学習等の推進 

１ 環境教育の推進と普及啓発 

(1) 環境教育等の推進 方  針 

① 廃棄物に関しての環境教育・環境学習等の推進 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 区立小学校、区立幼稚園、区立保育園での分

別体験や３Ｒ学習を実施する。 

実施した学校などの数や児

童・園児の感想などにより

評価を行う。 

2) 区立小中学校等における廃棄物に関する環境

教育の充実を図る。 

環境教育の実施状況などに

より評価を行う。 

3) 環境クラブ活動の支援や環境作文コンクール

事業を実施する。 

クラブ活動への支援実績や

作文コンクール事業実施の

有無により評価する。 

4) 練馬区資源循環センターとリサイクルセンタ

ーにおいて、区民・事業者向けの環境学習事業

を実施する。 

区民・事業者向け講座の実

績により評価する。 

 

●家庭での生ごみの発生抑制・資源化の取り組み 

２ ごみの発生抑制を優先する活動 

(1) 家庭での発生抑制 方  針 

① 家庭での生ごみの発生抑制・資源化の取り組み 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 家庭での生ごみ減量のために、生ごみ処理機

等への購入費助成事業を実施する。 

助成実績や推計減量により

評価する。 

 

●エコパートナーショップ制度への参加 

２ ごみの発生抑制を優先する活動 

(2) 事業所での発生抑制 方  針 

① エコパートナーショップ制度への参加 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 環境配慮や容器包装の減量に取り組む事業者

との協定締結のシステムづくりを行う。 

協定に基づく取り組み実績

により評価する。 
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●練馬区環境管理実行計画に基づく発生抑制 

２ ごみの発生抑制を優先する活動 

(3) 庁舎等区立施設での発生抑制 方  針 

① 練馬区環境管理実行計画に基づく発生抑制 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 練馬区環境管理実行計画に基づくごみの発生

抑制を実施する。 

ごみの排出量などにより評

価する。 

 

●再使用・再利用の促進 

３ 再使用の促進と再生品利用の推進 

(1) 再使用・再生品利用の促進 方  針 

① 再使用・再利用の促進 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 粗大ごみから再使用・再利用できる物を区民

に提供する。 

粗大ごみからの再利用品数

などにより評価する。 

2) 大型生活用品リサイクル情報掲示版の活用を

図る。 

掲示件数、成立件数などに

より評価する。 

3) リサイクルマーケット事業へ支援を行う。 
主催者の育成や事業実施回

数などにより評価する。 

4) リサイクルショップガイドマップの作成およ

び更新事業を行う。 

マップの作成、更新などに

より評価する。 

 

●再生品の利用促進 

３ 再使用の促進と再生品利用の推進 

(1) 再使用・再生品利用の促進 方  針 

② 再生品の利用促進 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 再生品の展示等、情報提供を実施する。 
再生品の展示などにより評

価する。 
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Ⅱリサイクルの推進 

 

●集団回収事業への参加 

１ 区民が進める資源回収の促進 

(1) 地域や家庭におけるリサイクル活動の促進 方  針 

① 集団回収事業への参加 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 集団回収事業への参加の呼びかけと練馬区環

境清掃推進連絡会と連携した取り組みを実施す

る。 

集団回収参加団体数により

評価する。 

 

●資源の自主回収の促進 

２ 事業者が進める資源回収の促進 

(1) 自主回収の促進 方  針 

① 資源の自主回収の促進 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 廃棄物管理責任者を対象とした講習会を実施

する。 

講習会の実績により評価す

る。 

2) 事業用大規模建築物への立入指導を実施す

る。 

立入指導の実績により評価

する。 

3) 店頭回収の実施店舗の拡充を進める。 
各店舗への働きかけや支援

などにより評価する。 

 

●区立施設でのリサイクルの推進 

３ 区が進める資源回収の推進 

(1) 資源回収事業の推進 方  針 

① 区立施設でのリサイクルの推進 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 区立施設における古紙等の資源化を実施す

る。 

回収実績により評価する。 

2) 区立施設における落ち葉のたい肥化を実施す

る。 

落ち葉のたい肥化の実績に

より評価する。 

3) 区立施設における生ごみのたい肥化を実施す

る。 

生ごみのたい肥化の実績に

より評価する。 

4) 練馬区環境管理実行計画に基づく取り組みを

実施する。 

取り組みの報告により評価

する。 
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●区民のリサイクル活動への支援 

３ 区が進める資源回収の推進 

(2) 区民・事業者への支援 方  針 

① 区民のリサイクル活動への支援 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 集団回収事業の参加団体へ物品等を配布す

る。 

物品等の活用状況などによ

り評価する。 

2) ３Ｒ活動を自主的に取り組んでいる団体等へ

の支援を検討する。 

検討内容、支援内容などに

より評価する。 

 

●事業者のリサイクル活動への支援 

３ 区が進める資源回収の推進 

(2) 区民・事業者への支援 方  針 

② 事業者のリサイクル活動への支援 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 事業系の資源回収事業の継続と自主回収を促

進する。 

事業系の資源回収や自主回

収への取り組みなどにより

評価する。 
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Ⅲ参画と協働体制の推進 

 

●活動に関する情報提供 

１ 取り組み推進のためのネットワークづくり 

(1) 区民・事業者・区のネットワークづくり 方  針 

① 活動に関する情報提供 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 自主的に取り組んでいる団体を紹介する。 
団体の把握状況、検討状況

により評価する。 

 

●区民・事業者・区による情報交換や協議の場づくり 

１ 取り組み推進のためのネットワークづくり 

(1) 区民・事業者・区のネットワークづくり 方  針 

② 区民・事業者・区による情報交換や協議の場づくり 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 情報交換会等を開催し、協議する場を設定す

る。 

情報交換会等の開催状況と

協議結果などにより評価す

る。 

 

●会議体の運営 

２ 計画推進のしくみづくり 

(1) 練馬区循環型社会推進会議の運営 方  針 

① 会議体の運営 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 円滑な会議体の開催・運営を行う。 
会議の内容や検討経過など

により評価する。 
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Ⅳ適正処理の推進 

 

●排出ルールの周知 

１ 排出ルールの徹底 

(1) 区民への周知 方  針 

① 排出ルールの周知 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 啓発パンフレットの配布や区報・ホームペー

ジへの掲載を行う。 

可燃ごみ中の資源化可能物

などの割合により評価す

る。 

 

●大規模排出事業者への適正排出に係る普及啓発 

１ 排出ルールの徹底 

(2) 事業者への周知 方  針 

① 大規模排出事業者への適正排出に係る普及啓発 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 事業用大規模建築物への立入検査を実施す

る。 

立入検査の実績や改善など

の内容に基づき評価する。 

 

●不法投棄の防止 

１ 排出ルールの徹底 

(3) 不法投棄の防止 方  針 

① 不法投棄の防止 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 不法投棄看板の配布、安全安心や古紙持去り

のパトロールと連携した不法投棄の監視を実施

する。 

不法投棄物の回収件数実績

などにより評価する。 
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●効率的で環境負荷の少ない収集・運搬体制の構築 

２ 効率的な収集・運搬 

(1) 収集・運搬業務の円滑な実施 方  針 

① 効率的で環境負荷の少ない収集・運搬体制の構築 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 環境に配慮した収集車両の導入やエコドライ

ブを実施する。 

収集車両の導入数や消費燃

料などにより評価する。 

2) 練馬区都市整備公社などの民間事業者を活用

した収集・運搬体制を実施する。 

練馬区都市整備公社への委

託の継続や新たな委託内容

などにより評価する。 

 

●収集・運搬許可業者への助言・情報提供 

２ 効率的な収集・運搬 

(2) 事業系一般廃棄物の収集・運搬  方  針 

② 収集・運搬許可業者への助言・情報提供 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 収集・運搬許可業者への立入検査を実施する。 
立入検査の実績により評価

する。 

 

●清掃一組による共同処理 

３ 中間処理・最終処分 

(1) 中間処理 方  針 

① 清掃一組による共同処理 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) ２３区における共同処理体制を継続する。 
処理体制の状況により評価

する。 

 

●資源回収物の中間処理 

３ 中間処理・最終処分 

(1) 中間処理 方  針 

② 資源回収物の中間処理 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 資源の種類ごとに適正処理されていることを

確認する。 

資源回収物の適正な処理と

資源化の状況により評価す

る。 
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●東京都の最終処分場での処分 

３ 中間処理・最終処分 

(2) 最終処分 方  針 

① 東京都の最終処分場での処分 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 中央防波堤外側埋立処分場・新海面処分場で

の処分を実施する。 

最終処分の状況により評価

する。 

 

●小規模事業者に対する排出指導 

４ 適正な処理費用負担 

(1) 事業系ごみの処理 方  針 

① 小規模事業者に対する排出指導 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) 適正な排出への指導を実施する。 
指導件数や指導内容などに

より評価する。 

 

●清掃・リサイクル事業にかかる経費の公開 

４ 適正な処理費用負担 

(3) 区民・事業者への情報公開 方  針 

① 清掃・リサイクル事業にかかる経費の公開 

取り組み内容（目標） 評価方法 

1) ごみ処理経費やリサイクル経費を公表する。 
公表の有無、経費削減状況

などにより評価する。 
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第６章 一般廃棄物処理の点検、見直し、評価 

 

区の一般廃棄物処理事業の目標の達成状況を管理し、事業効率を向上させ、

また事業の透明化を図るために、毎年、事業の点検・見直し・評価を行うしく

み（ＰＤＣＡサイクル）を導入します。 

 

６‐１ 一般廃棄物処理に関する評価 
(1) 年度ごとの評価 

評価の実施は、毎年度に進捗状況の調査を実施している第５章のリサイク

ル推進計画の内容をもとに行います。 

評価項目は、基本指標、モニター指標、取り組み指標をもとに行います。

評価結果については公表するとともに、次年度の一般廃棄物処理実施計画に

反映します。 

 

(2) 計画改定時の評価 

概ね5年ごとあるいは諸条件に大きな変更があった場合には、一廃計画を

改定します。改定に際しては、ごみ排出原単位調査やアンケート調査を実施

し、家庭系・事業系の資源・ごみのフローなどを明らかにします。また、新

たに導入した施策については、温室効果ガス削減量やコストについても評価

します。評価結果は、一廃計画に反映します。 
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表６－１ ＰＤＣＡサイクルの枠組み 

 

 

 

図６－１ 一廃計画の見直しおよびＰＤＣＡイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

頻度 毎年度 一般廃棄物処理基本計画改定時

点検・評価
の方法

各施策の執行状況や達成状況などを
もとに実施します。

区民や事業者の意識意向、区民1人
１日あたりのごみ量や組成割合など
を調査して実施します。

点検・評価
の主体

担当課による内部チェックを基本と
します。

担当課による内部チェックを基本と
し、練馬区循環型社会推進会議の意
見を聴きます。

●基本指標 ●左記に次の項目を追加します。

　区民1人1日あたりの発生量 　ごみ・資源のフロー

　区民1人1日あたりの収集ごみ量 　　家庭系収集ごみ量

　区民1人1日あたりの資源総量 　　事業系収集ごみ量

　リサイクル率 　　ごみへの資源物の混入量

　持込ごみ量 　　行政の関与しないリサイクル量

●モニター指標 　区民の意識・意向

　最終処分量 　事業者の意識・意向

　温室効果ガス排出量 　新たな施策の環境負荷評価

　区民1人あたりの費用 　新たな施策のコスト評価

　資源・ごみ１ｔあたりの費用

●取り組み指標

　各施策の執行・達成状況

見直し・改
善の方法

一般廃棄物処理実施計画に反映しま
す。

一般廃棄物処理基本計画に反映しま
す。

情報公開 区民に公表します。 区民に公表します。

点検・評価
の項目

１．一般廃棄物処理基本計画の位置づけ(Plan)

①一般廃棄物処理基本計画の策定・改定

②評価項目に関する目標値の設定(概ね５年後)

③一般廃棄物処理実施計画の策定

４．一般廃棄物処理基本計画の見直し(Act) ２．一般廃棄物処理基本計画の実行(Do)

①目標値の達成状況確認 ①一般廃棄物処理基本計画に基づく処理の実施
②一般廃棄物処理実施計画に基づく処理の実施②一般廃棄物処理システムの改善と新しい目標

値の検討

３．一般廃棄物処理基本計画の評価(Check)

①指標による毎年度の評価

②一般廃棄物処理実施計画への反映

③一般廃棄物処理基本計画の改定
５年ごと

５年ごと ５年ごと

毎年度
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６‐２ 環境負荷の低減の評価 

 

 ごみ処理は、二酸化炭素などの温室効果ガスを大量に発生する事業であり、

低炭素社会と統合した循環型社会を構築するためには、地球温暖化に対する影

響を評価する必要があります。 

 そこで、分別回収している『容器包装プラスチック』とごみを減量した場合

の二酸化炭素排出量を評価しました。 

 なお、評価は、日本容器包装リサイクル協会が検討を行った資料をもとに、

一廃計画の独自方法により実施しています。 

 

(1) 容器包装プラスチックの分別回収の評価 

平成 20 年度に実施した容器包装プラスチックの分別回収により、二酸化

炭素排出量の削減について評価します。 

① 評価の対象 

分別回収した場合は、収集・運搬車両、コークス炉化学原料化工程で排

出される二酸化炭素排出量から、得られた化学原料を石油などから作る必

要のない量を二酸化炭素削減量として差し引いて算定しました。 

焼却処理した場合は、収集・運搬車両、焼却工程で排出される二酸化炭

素排出量から、清掃工場で発電することにより発電所などで不要となる発

電量を二酸化炭素削減量として差し引いて算定しました。 

② 評価結果 

分別回収した場合には、容器包装プラスチック 1kg あたり 0.48kg の

二酸化炭素が削減されることになります。一方、焼却した場合には、

2.34kg の二酸化炭素が排出されることになりますので、分別回収は焼却

処理に比べて2.83kgの二酸化炭素を削減することになります。 

平成21年度の容器包装プラスチックの分別回収量は5,505t で、年間

二酸化炭素削減量は15,563t となります。これをスギ林(80年生)の二酸

化炭素吸収量に換算すると 53km2となり、練馬区の面積より広い面積に

なります。 

 

表６－２ 分別収集による二酸化炭素削減の効果 

 

 

 

 

項目 単位 量

年間収集量 t-プラ/年 5,505

プラ1tあたり二酸化炭素削減量 t-CO2/t-プラ 2.83

年間二酸化炭素削減量 t-CO2/年 15,563

スギ林(80年生)の二酸化炭素吸収量(注) t-CO2/km
2･年 293

効果(森林面積換算) km2 53

(注)(独)森林総合研究所資料よりスギ林(80年生)1haの1年あたりの炭素吸収量は0.8t、1km2

に換算して二酸化炭素に換算(44/12を乗じる)すると293tとなる。
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(2) ごみ減量の評価 

ごみ減量はごみ処理に伴う温室効果ガスの削減にもつながりますので、可

燃ごみを減量した場合の温室効果ガスの削減量について試算します。 

平成 21 年度から平成 32 年度の区収集ごみの減量目標は、区民 1 人 1

日あたり 81g/人日です。これを年間のごみ減量に換算すると 29.6kg にな

ります。可燃ごみを29.6kg減らした場合の二酸化炭素削減量を試算します。 

  

① 評価工程 

 収集・運搬車両、焼却工程で排出される二酸化炭素排出量から、清掃工

場で発電することにより発電所などで不要となる発電量を二酸化炭素削減

量として差し引いて算定しました。 

② 評価結果 

 可燃ごみ1kgを焼却することで、0.19kg の二酸化炭素が排出されるこ

とになります。収集ごみ量の減量目標は、平成32年度に平成21年度比

で81g/人日ですので、この目標を達成した場合には、区全体で21,867t

のごみ減量となり、二酸化炭素排出量に換算すると4,155t となります。 

これをスギ林(80 年生)の二酸化炭素吸収量に換算すると１４km2 とな

ります。 

 

 

表６－３ ごみ減量による二酸化炭素削減の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工程 単位 量

可燃ごみ1kgあたりの二酸化炭素削減量 kg-CO2/kg-可燃ごみ 0.190

減量目標(1人1日あたり81g/人日)を達成
した場合の1人あたりのごみの削減量

kg-可燃ごみ/年 29.6

平成32年度の推計人口 人 739,612

減量目標(1人1日あたり81g/人日)を達成
した場合の練馬区全体のごみの削減量

t-可燃ごみ/年 21,867

ごみ減量による二酸化炭素削減量 t-CO2/年 4,155
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第７章 生活排水処理 

 一般廃棄物であるし尿は、調理や洗濯などによる生活雑排水とともに公共下

水道によって処理されています。 

 本章では、浄化槽汚泥や残存するし尿などの処理について示します。 

 

７‐１ 生活排水処理の範囲および基本方針 
 

区における生活排水は、公共下水道による処理を基本とし、今後とも引き続

き公共下水道の充実に努めます。事業活動に伴って排出されるし尿混じりのビ

ルピット汚泥および仮設トイレのし尿については、排出事業者の責任に基づき、

練馬区の許可を受けた一般廃棄物処理業者による収集・運搬を行うものとしま

す。 

 区における生活排水などの区分と処理については図７-1のとおりです。 

 

 

図７－１ 生活排水処理フロー 

 

 

 

 

 

家　庭

し尿

生活雑排水

浄化槽汚泥

事業所

し尿

生活雑排水

浄化槽汚泥

し尿混じりのビルピット汚泥

仮設トイレのし尿

公共下水道による処理

清掃一組の処理施設

区市町村の許可を受けた
一般廃棄物処理施設

区
収
集

ディスポーザー汚泥

許
可
業
者
収
集
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７‐２ 生活排水およびし尿の処理 
 

公共下水道による処理の原則を堅持し、下水道処理区域内に残存するくみ取

り便所や単独処理浄化槽の廃止に努め、生活排水の合併処理の完全普及を目標

とします。 

家庭から排出されるし尿の収集・運搬については、区が実施します。 

浄化槽汚泥については、区の許可を受けた一般廃棄物処理業者による収集・

運搬を行うものとします。 

収集後のし尿・浄化槽汚泥は、清掃一組の施設で処理し、下水道に放流しま

す。処理後の残さは焼却処理します。 

 

表７－１ 生活排水の処理目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

項　目 平成21年度 平成32年度

１　計画処理区域内人口(a) 706,941 739,612

２　水洗化・生活雑排水処理人口(b) 705,612 739,612

　(1)公共下水道使用人口 705,612 739,612

　(2)合併処理浄化槽使用人口 0 0

３　水洗化・生活雑排水未処理人口（単独処理浄化槽） 896 0

４　非水洗化人口（し尿くみ取り） 433 0

５　生活排水処理率（b/a） 99.8% 100.0%
※計画処理区域内人口には、外国人を含む

単位：人
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用語解説 
 

【ア行】 

一般廃棄物 

  ごみ、し尿、浄化槽汚泥など、産業廃棄物以外の廃棄物のことをいう。一

般廃棄物は、事業活動に伴って生じる事業系廃棄物と一般家庭の日常生活か

ら生じる家庭系廃棄物に区分される。 

 

エコパートナーショップ制度 

  区がごみの減量やリサイクル活動および適正包装の推進をしている事業者

と協定を結ぶことにより、区民および他の事業者の３R（リデュース、リユ

ース、リサイクル）の意識の向上を図ること。 

 

温室効果ガス 

  大気を構成する気体のうち、赤外線を吸収し再放出する性質を持つガス。

主な温室効果ガスには、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）一酸化二窒素

（N20）、ハイドロフルオロカーボン（HFCS）、パーフルオロカーボン（PFCS）、

六ふっ化硫黄（SF6）がある。 

 

【カ行】 

拡大生産者責任 

生産者が、その生産した製品の製造や流通の時だけでなく、製品が使用さ

れ、廃棄された後においても、適正な処理やリサイクルされる段階まで一定

の責任を負うという考え方。 

 

経済的インセンティブ 

  費用と便益を比較する人々の意思決定や行動を変化させる誘因のこと。 

 

【サ行】 

産業廃棄物 

  事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、廃棄物処理法および政令で定める

燃え殻、汚泥、廃油など20種類の廃棄物および輸入された廃棄物をいう。 

 

自然共生社会 

  豊かな生物多様性を将来にわたって継承し、その恵みを持続的に得ること
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ができる自然と共生する社会のこと。 

 

新宿中継所 

  区の収集車で集めた不燃ごみを、大型コンテナに積み替えて不燃ごみ処理

センターに輸送するための施設。２３区には、新宿中継所以外に４か所ある。 

 

事業用大規模建築物 

  事業に供するために建築されたもので、延床面積が 1,000 ㎡以上の建築

物のこと。 

 

循環型社会 

  自然界から採取できる資源をできるだけ少なくし、それを有効に使うこと

によって、廃棄されるものを最小限に抑え、地球環境への負荷ができる限り

かからないようにする社会のこと。 

 

循環型社会形成推進基本法 

  循環型社会の形成について、基本原則を定め、ならびに国・地方公共団体・

事業者および国民の責務を明らかにするとともに、循環型社会形成推進基本

計画の策定やその他循環型社会の形成に関する施策の基本となる事項を定め

た法律のこと。 

 

ストックヤード 

  回収した資源などを一時的に保管する場所のこと。 

 

スラグ 

  焼却灰と飛灰を高温で溶融した後に、冷却して固化したもの。 

 

粗大ごみ破砕処理施設 

  ２３区内から排出される粗大ごみの処理を行っている施設。 

 

【タ行】 

低炭素社会 

  化石エネルギー消費などに伴う温室効果ガスの排出量を大幅に削減し、世

界全体の排出量を自然界の吸収量と同等レベルにするとともに、生活の豊か

さが実感できる社会のこと。 
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東京都廃棄物審議会 

  東京都廃棄物条例第24条に基づき、廃棄物の発生抑制および再利用を促

進するための施策に関する事項、廃棄物の適正処理を確保するための施策に

関する事項、廃棄物処理計画に関する事項を調査審議するために設置された

知事の附属機関のこと。 

  

ディスポーザー汚泥 

  東京都下水道局に届出したディスポーザー排水処理システムから発生する

汚泥で、一般廃棄物として清掃一組で受け入れている。 

 

【ナ行】 

日本容器包装リサイクル協会 

容器包装のリサイクルの義務がある特定事業者（容器包装の製造・利用事

業者）に代わって再商品化（リサイクル）を実施する非営利の財団法人。 

 

練馬区環境管理実行計画 

  「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく区庁舎等区立施設の省エ

ネルギー、省CO２などの取り組み計画。 

 

練馬区環境清掃推進連絡会 

  町会・自治会を中心にまち美化・清掃・リサイクル活動を通じて地域での

連帯を深め、区と協働して循環型社会づくりと地球環境の保全に寄与するこ

とを目的に組織された任意団体。 

 

練馬区循環型社会推進会議 

  練馬区リサイクル推進条例第21条に基づき、リサイクルの推進、廃棄物

の減量および処理に関する基本的事項を審議する区長の附属機関のこと。 

 

【ハ行】 

廃棄物管理責任者 

  廃棄物処理法に基づき、その施設から発生する廃棄物の処理に関する業務

が適正に行なわれるよう管理することを職責とする者のこと。 

 

排出原単位調査 

  家庭や事業所から排出される資源・ごみについて、世帯人数や業種などの
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属性ごとに分析し、１人１日あたりの排出量、事業所あたりの排出量を調査

すること。 

 

排出実態調査 

  可燃ごみ、不燃ごみ、容器包装プラスチックの組成割合を把握し、資源化

可能物の割合や正しく分別しているごみの割合を分析する調査のこと。 

 

灰溶融施設 

  可燃ごみを焼却したときにできる灰をスラグにする施設。スラグは土木資

材などとして有効利用している。 

 

BDF（バイオディーゼル燃料） 

  主に植物油から作られたディーゼル燃料。化石燃料からの代替により温室

効果ガスの排出削減に寄与する。 

 

ビルピット汚泥 

  汚水、雑排水、地下水、雨水、厨房排水などを下水道放流するまでの間、

一時貯蓄するためにビルの地下部分に設置した排水槽から発生する汚泥のこ

と。 

 

不燃ごみ処理センター 

  ２３区内から排出される不燃ごみの中間処理を行っている施設。 

 

分別協力率 

  集積所に出された資源・ごみの総量のうち、正しい収集日に正しく分別さ

れ出された量の割合。 

 

【マ行】 

メタル 

  焼却灰や飛灰に含まれる金属分が、溶融処理の過程で炉の底に堆積したも

の。メタルには金や銀などの希少な金属も含まれている。 

 

【ヤ行】 

容器包装 

  商品を入れていたり包んでいたりした「もの」で、商品が消費されたり分
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離された場合に、不要となる容器や包装物のこと。容器包装には、びん・缶・

段ボール・紙製・プラスチック製・ペットボトルがある。 

 

容器包装リサイクル法 

  容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律のこと。 

容器包装廃棄物の減量を図るために、容器包装廃棄物のリサイクルに関す

る消費者・自治体・事業者のそれぞれの役割を定めたもの。 
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資料編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 
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資料編 
清掃リサイクル事業統計データ 

 

○集団回収量実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○集団回収登録団体数 
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○し尿収集実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○動物死体処理実績 
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○不法投棄件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般廃棄物処理業の許可件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

新規許可件数 1 4 5 2

更新許可件数 216 117 168 102

許可業者件数 464 300 289 274

※一般廃棄物処理業には、収集運搬業と処分業があるが、平成22年3月現在練馬区で許可している
処分業者はないため、件数はすべて収集運搬業となる。
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資源・ごみの推計量 
 

○現状のままで推移した場合の資源・ごみ量の推計値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○資源・ごみ量の目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H21 706,941 142,182 44,677 184,727 2,133 46,810 551 173 716 8 181 25%

H22 710,791 142,770 44,884 185,512 2,142 47,025 550 173 715 8 181 25%

H23 714,640 143,357 45,090 186,297 2,150 47,241 550 173 714 8 181 25%

H24 717,917 143,869 45,268 186,979 2,158 47,426 549 173 714 8 181 25%

H25 721,194 144,380 45,446 187,660 2,166 47,612 548 173 713 8 181 25%

H26 724,472 144,891 45,624 188,341 2,173 47,797 548 173 712 8 181 25%

H27 727,266 145,337 45,778 188,935 2,180 47,958 548 172 712 8 181 25%

H28 730,060 145,784 45,932 189,529 2,187 48,118 547 172 711 8 181 25%

H29 732,855 146,230 46,085 190,122 2,193 48,279 547 172 711 8 180 25%

H30 735,107 146,604 46,212 190,618 2,199 48,411 546 172 710 8 180 25%

H31 737,360 146,978 46,339 191,113 2,205 48,544 546 172 710 8 180 25%

H32 739,612 147,353 46,466 191,608 2,210 48,676 546 172 710 8 180 25%

※リサイクル率＝資源量÷（回収資源量＋収集ごみ量）
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年
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H21 706,941 142,182 44,677 186,859 2,133 46,810 551 173 724 8 181 25%

H22 710,791 142,770 44,884 187,654 2,142 47,025 550 173 723 8 181 25%

H23 714,640 141,310 45,796 187,106 2,121 47,917 542 176 717 8 184 26%

H24 717,917 139,774 46,680 186,454 2,100 48,779 533 178 712 8 186 26%

H25 721,194 138,238 47,564 185,802 2,078 49,642 525 181 706 8 189 27%

H26 724,472 136,702 48,447 185,149 2,056 50,504 517 183 700 8 191 27%

H27 727,266 135,101 49,307 184,408 2,034 51,341 509 186 695 8 193 28%

H28 730,060 133,501 50,167 183,667 2,011 52,178 501 188 689 8 196 28%

H29 732,855 131,900 51,026 182,926 1,989 53,015 493 191 684 7 198 29%

H30 735,107 130,227 51,859 182,086 1,965 53,824 485 193 679 7 201 30%

H31 737,360 128,554 52,691 181,245 1,942 54,633 478 196 673 7 203 30%

H32 739,612 126,880 53,524 180,405 1,918 55,442 470 198 668 7 205 31%

※リサイクル率＝資源量÷（回収資源量＋収集ごみ量）
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環境負荷の算定根拠 
 

 「６－２環境負荷の低減の評価」では、容器包装プラスチックの分別収集と

ごみ減量によって、どの程度二酸化炭素排出量が削減できるかについて試算し

ました。 

 

１ 容器包装プラスチックの分別回収の評価 

 

(1) 評価の対象 

①容器包装プラスチックを分別回収した場合 

容器包装プラスチックを分別回収した場合は、集積所から選別保管施設

までの収集・運搬工程、選別保管施設から再商品化施設までの運搬工程で

二酸化炭素が排出されます。また、コークス炉化学原料化でリサイクルす

る際にも二酸化炭素が排出されます。 

一方、容器包装プラスチックはリサイクルにより化学原料が得られます。

この化学原料を新たに石油などを使って作る必要がなくなりますので、そ

の分の二酸化炭素が削減されることになります。 

 

②可燃ごみとして焼却した場合 

 可燃ごみとして焼却した場合は、集積所から清掃工場までの収集・運搬

工程で二酸化炭素が排出されます。また、容器包装プラスチックには炭素

が含まれていますので、これを燃やすことによって二酸化炭素が発生しま

す。 

一方、清掃工場では焼却の熱を利用して発電をしていますので、その分

の電力を発電所などで発電しなくてもよいため、発電量に見合う二酸化炭

素が削減されることになります。 
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(2) リサイクルした場合と焼却した場合の評価 

 それぞれ容器包装プラスチックを 1kg 収集、処理、リサイクルするた

めの二酸化炭素排出量を計算しました。 

 

①容器包装プラスチックを分別回収した場合 

 回収工程からは0.087kg、運搬工程からは0.009kg、コークス炉化学

原料化工程からは2.9kgの二酸化炭素が発生します。 

一方で、得られた化学原料を新たに作らなくてもよくなることから

3.48kgの二酸化炭素が削減されます。 

そのため、容器包装プラスチックを分別回収した場合の二酸化炭素発生

量は、容器包装プラスチックを1kgリサイクルすることにより0.484kg

の二酸化炭素が削減できることになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均車両積載量 A 200 kg-プラ/台

平均走行距離 B 20.0 km/台

プラスチック1kgあたり走行距離 C=B/A 0.100 km/kg-プラ

燃費（CNG車を想定） D 0.323 kg-CNG/km

プラスチック1kgあたりCNG消費量 E=C*D 0.0323 kg-CNG/kg-プラ

CNG1kgあたり二酸化炭素排出量 F 2.698 kg-CO2/kg-CNG

収集工程の二酸化炭素排出量 G=E*F ① 0.087 kg-CO2/kg-プラ

輸送重量(プラスチック1kg) A 0.001 t-プラ

輸送距離 B 81.0 km

改良トンキロ法燃料使用原単位 C 0.0410 ﾘｯﾄﾙ-軽油/t･km

プラスチック1kgあたり軽油消費量 D=A*B*C 0.00332 ﾘｯﾄﾙ-軽油/kg-プラ

軽油1ﾘｯﾄﾙあたり二酸化炭素排出量 E 2.620 kg-CO2/ﾘｯﾄﾙ-軽油

運搬工程の二酸化炭素排出量 F=D*E ② 0.009 kg-CO2/kg-プラ

③ 2.900

④ 3.480

-0.484 kg-CO2/kg-プラ

収集工程

運搬工程

コークス炉化学原料化による二酸化炭素排出量

コークス炉化学原料化による二酸化炭素削減量

合計 ①+②+③-④
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②可燃ごみとして焼却した場合 

 収集工程からは0.017kgの二酸化炭素が発生します。焼却工程では容

器包装プラスチックに含まれている炭素を燃やすことによって 2.652kg

の二酸化炭素が発生します。 

一方、発電によって電力を発電所などで発電しなくてもよいため、発電

量に見合う二酸化炭素量として0.326kgの二酸化炭素が削減できること

になります。 

そのため、容器包装プラスチックを可燃ごみとして焼却した場合の二酸

化炭素発生量は、容器包装プラスチック 1kg を可燃ごみとして処理する

ことにより2.343kgの二酸化炭素が発生することになります。 

 

 

 

 

 

平均車両積載量 A 500 kg-プラ/台

平均走行距離 B 10.00 km/台

プラスチック1kgあたり走行距離 C=B/A 0.020 km/kg-プラ

燃費（CNG車を想定） D 0.323 kg-CNG/km

プラスチック1kgあたりCNG消費量 E=C*D 0.0065 kg-CNG/kg-プラ

CNG1kgあたり二酸化炭素排出量 F 2.698 kg-CO2/kg-CNG

収集工程の二酸化炭素量 G=E*F ① 0.017 kg-CO2/kg-プラ

焼却工程 焼却工程の二酸化炭素量 ② 2.652 kg-CO2/kg-プラ

プラスチック1kgあたり発熱量 A 35.4 MJ/kg-プラ

清掃工場の発電効率 B 10%

発電エネルギー量 C=A*B 3.54 MJ/kg-プラ

MJ-kWh変換係数 D 3.600 MJ/kWh

発電量 E=C/D 0.983 kWh/kg-プラ

発電1kWhあたり二酸化炭素排出量 F 0.332 kg-CO2/kWh

発電による二酸化炭素控除量 G=E*F ③ 0.326 kg-CO2/kg-プラ

①+②-③ 2.343 kg-CO2/kg-プラ合計

収集工程

清掃工場
での発電
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(3) リサイクルした場合の二酸化炭素排出量削減効果 

 容器包装プラスチックをリサイクルした場合には 0.484kg の二酸化炭

素排出量が削減されることになります。一方、焼却した場合には2.343kg

の二酸化炭素が排出されることになります。リサイクルをした場合の二酸

化炭素の削減効果は、両方の差になりますので、容器包装プラスチック1kg

をリサイクルすることで、焼却した場合に比べて約 2.83kg の二酸化炭素

排出量が削減されることになります。 

 平成 21 年度の練馬区の容器包装プラスチックの分別回収量は 5,505t

ですので、これに2.8３を乗じた15,563t が容器包装プラスチックの分別

収集による二酸化炭素の削減量となります。 

 これをスギ林(80年生)の二酸化炭素吸収量に換算すると53km2となり、

練馬区の面積より広い面積になります。 

 

 

 

 

 

 

 

項目 単位 量

年間収集量 t-プラ/年 5,505

プラ1tあたり二酸化炭素削減量 t-CO2/t-プラ 2.83

年間二酸化炭素削減量 t-CO2/年 15,563

スギ林(80年生)の二酸化炭素吸収量(注) t-CO2/km
2
･年 293

効果(森林面積換算) km
2 53

(注)(独)森林総合研究所資料より算定
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２ ごみ減量の評価 

 

(1) 評価の対象 

 可燃ごみとして焼却した場合は、集積所から清掃工場までの収集・運搬

工程で二酸化炭素が排出されます。また、プラスチックやゴム・皮革類に

は化石燃料から作られた炭素が含まれていますので、これを燃やすことに

よって二酸化炭素が発生します。 

一方、清掃工場では焼却の熱を利用して発電をしていますので、その分

の電力を発電所などで発電しなくてもよくなるため、発電量に見合う二酸

化炭素が削減されることになります。 

 

(2) ごみ減量による二酸化炭素排出量削減効果の算定 

 収集・運搬工程からは0.007kgの二酸化炭素が発生します。焼却工程

ではプラスチックやゴム・皮革類を燃やすことによってプラスチックやゴ

ム・皮革類 1kg あたり 2.652kg の二酸化炭素が発生します。可燃ごみ

の中のプラスチックやゴム・皮革類の割合は9.5%ですので、可燃ごみを

燃やすことによって0.252kgの二酸化炭素が排出される計算になります。 

一方、発電によって電力を発電所などで発電しなくてもよくなるため、

発電量に見合う二酸化炭素量として0.069kgの二酸化炭素が削減できる

ことになります。 

そのため、可燃ごみ1kgを減量した場合には、0.190kgの二酸化炭素

を削減することができます。 
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収集ごみ量の減量目標は、平成32年度に平成21年度比で81g/人日

ですので、この目標を達成した場合には、区全体で21,867t のごみ減量

となります。可燃ごみ 1kg を減量した場合の二酸化炭素削減量は

0.190kg ですので、減量目標を達成した場合の二酸化炭素削減量は

4,155t となります。 

これをスギ林(80 年生)の二酸化炭素吸収量に換算すると 14km2 とな

ります。 

 

 

 

 

工程 単位 量

可燃ごみ1kgあたりの二酸化炭素削減量 kg-CO2/kg-可燃ごみ 0.190

減量目標(1人1日あたり81g/人日)を達成
した場合の1人あたりのごみの削減量

kg-可燃ごみ/年 29.6

平成32年度の推計人口 人 739,612

減量目標(1人1日あたり81g/人日)を達成
した場合の練馬区全体のごみの削減量

t-可燃ごみ/年 21,867

ごみ減量による二酸化炭素削減量 t-CO2/年 4,155

平均車両積載量 A 1,200 kg-可燃ごみ/台

平均走行距離 B 10.00 km/台

可燃ごみ1kgあたり走行距離 C=B/A 0.008 km/kg-可燃ごみ

燃費（CNG車を想定） D 0.323 kg-CNG/km

可燃ごみ1kgあたりCNG消費量 E=C*D 0.0027 kg-CNG/kg-可燃ごみ

CNG1kgあたり二酸化炭素排出量 F 2.698 kg-CO2/kg-CNG

収集工程の二酸化炭素量 G=E*F ① 0.007 kg-CO2/kg-可燃ごみ

プラ類(プラスチックとゴム・皮革類の組成割合) A 0.095

可燃ごみ1kgあたりのプラ類の量 B 0.095 kg-プラ類/kg-可燃ごみ

プラ類1kgの焼却による二酸化炭素排出量 C 2.652

焼却工程の二酸化炭素量 D=B*C ② 0.252 kg-CO2/kg-可燃ごみ

可燃ごみ1kgあたり発熱量 A 7.52 MJ/kg-可燃ごみ

清掃工場の発電効率 B 10%

発電エネルギー量 C=A*B 0.752 MJ/kg-可燃ごみ

MJ-kWh変換係数 D 3.600 MJ/kWh

発電量 E=C/D 0.209 kWh/kg-可燃ごみ

発電1kWhあたり二酸化炭素排出量 F 0.332 kg-CO2/kWh

発電による二酸化炭素控除量 G=E*F ③ 0.069 kg-CO2/kg-可燃ごみ

①+②-③ 0.190 kg-CO2/kg-可燃ごみ

収集工程

焼却工程

清掃工場
での発電

合計
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排出実態調査の概要 
 

○平成21年度排出原単位調査結果 

 

（1）区民1人1日あたりの資源・ごみの量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  ※若年層：30歳未満 

 

（2）容器包装プラスチックの組成割合 
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ゴム・皮革類 0.6%

製品プラスチック
10.5%

びん・缶・ペット
ボトル 3.9%

繊維類 0.2%

生ごみ 5.3%

木草類 0.2%
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東京二十三区清掃一部事務組合施設一覧 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「ごみれぽ2011」(東京二十三区清掃一部事務組合)より作成 

 

しゅん工年月 規模
第１プラント(休止中) 昭和61年12月 33t/h×2基
第２プラント 平成 8年10月 48t/h×2基

平成18年12月 100t/日×4炉
昭和54年6月 27t/h×2基
平成 4年 7月 180t/日×1炉

大田工場 平成 8年11月 8t/h×4基
品川工場 平成11年 1月 100ｋL/日

施設名

中防

京浜島不燃ごみ処理センター
品川清掃作業所(下水道投入施設)

中防不燃ごみ
処理センター

破砕ごみ処理施設
粗大ごみ破砕処理施設
中防灰溶融施設

清掃工場名 しゅん工年月 焼却能力(t/日) 灰溶融炉

杉 並 昭和57年12月 600

光 が 丘 昭和58年 9月 300

大 田 平成 2年 3月 600

目 黒 平成 3年 3月 600

有 明 平成 7年12月 400

千 歳 平成 8年 3月 600

江 戸 川 平成 9年 1月 600

墨 田 平成10年 1月 600

北 平成10年 3月 600

新 江 東 平成10年 9月 1800

港 平成11年 1月 600

豊 島 平成11年 6月 400

渋 谷 平成13年 7月 200

中 央 平成13年 7月 600

板 橋 平成14年11月 600 ○

多 摩 川 平成15年 6月 300 ○

足 立 平成17年 3月 700 ○

品 川 平成18年 3月 600 ○

葛 飾 平成18年12月 500 ○

世 田 谷 平成20年 3月 300 ○

練馬清掃工場は建替えに伴い、稼動を停止しています。

稼動は、平成27年度を予定しています。
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練馬区第 3次一般廃棄物処理基本計画策定作業の経過 
 

１ 練馬区循環型社会推進会議 

（１）練馬区循環型社会推進会議委員名簿 

   （第６期委員 任期：平成22年７月１日～平成24年6月30日） 

氏   名 区  分 所 属 団 体 等 

◎ 山谷 修作 東洋大学経済学部教授 

○ 庄司 元 （株）環境文明研究所 

 杉山 涼子 

学識経験者委員 

富士常葉大学社会環境学部教授 

 岩崎 秀男 北町在住 

 岩橋 栄子 旭町在住 

 金子 禎子 関町北在住 

 武川 篤之 南大泉在住 

 長井 詳典 旭町在住 

 松島 修三 

公募区民委員 

関町南在住 

 髙橋 司郎 練馬区環境清掃推進連絡会会長 

 西田 健 
区民団体委員 

練馬区小学校ＰＴＡ連合協議会 

 秋山 隆幸 練馬区商店街連合会副会長 

 竹石 吉孝 東京商工会議所練馬支部 

 金山 亮 合同会社 西友 

 大野 文明 

事業者団体委員 

（株）ファミリーマート 

 市川 哲也 練馬区リサイクル事業協同組合理事長 

 武田 誠一郎 東京都資源回収事業協同組合練馬支部長 

 五十嵐 和代 

再生資源取扱事

業者および廃棄

物取扱事業者 社団法人 東京環境保全協会理事 

 深野 義法 教育関係者委員 練馬区教育委員会 指導主事 

凡例：◎会長  ○副会長               （順不同、敬称略） 

                      （所属は平成22年７月現在） 

 

（２） 開催日程 

開催日 検討内容等 

平成22年9月28日 一般廃棄物処理基本計画（素案）のたたき台について 

平成 23年1月17日 一般廃棄物処理基本計画（素案）について 

平成 23年3月11日 一般廃棄物処理基本計画 案 について 
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２ 練馬区一般廃棄物処理基本計画および練馬区リサイクル推進計画策定検

討委員会 

（１）練馬区一般廃棄物処理基本計画および練馬区リサイクル推進計画策定検

討委員会名簿 

所   属 

◎ 環境まちづくり事業本部長 

○ 環境部長 

区長室長 

企画部長 

総務部長 

区民部長 

産業地域振興部長 

福祉部長 

健康部長 

児童青少年部長 

都市整備部長 

土木部長 

会計管理室長 

学校教育部長 

生涯学習部長 

           （平成22年4月1日現在） 

 

（２）開催日程 

開催日 検討内容等 

平成21年9月14日 一般廃棄物処理基本計画の改定について 

平成22年3月29日 調査結果について 

○排出原単位調査結果の概要 

○区民アンケート調査結果の概要 

○事業所アンケート調査結果の概要 

平成22年7月30日 一般廃棄物処理基本計画（たたき台）について 

平成23年1月5日 一般廃棄物処理基本計画素案（案）について 

平成23年2月21日 一般廃棄物処理基本計画 案 について 

 ○一般廃棄物処理基本計画素案に対する区民意見要

旨と区の見解 

 

 

凡例：◎委員長 

  ○副委員長 
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３ 練馬区一般廃棄物処理基本計画および練馬区リサイクル推進計画策定検

討委員会作業部会 

（１）練馬区一般廃棄物処理基本計画および練馬区リサイクル推進計画策定検

討委員会作業部会名簿 

所   属 

◎ 清掃管理課長 

○ 資源循環推進課長 

企画課長 

商工観光課長 

地域振興課長 

保育課長 

環境課長 

みどり推進課長 

練馬清掃事務所長 

石神井清掃事務所長 

都市計画課長 

土木部管理課長 

庶務課長 

         （平成22年4月1日現在） 

 

（２）開催日程 

開催日 検討内容等 

平成21年9月14日 一般廃棄物処理基本計画の改定について 

平成22年1月26日 調査結果について 

 ○排出実態調査（組成調査）について 

○排出原単位調査結果について 

○区民･事業所アンケート調査結果について 

平成22年3月29日 調査結果について 

○排出原単位調査結果の概要 

○区民・事業所アンケート調査結果の概要 

平成22年7月23日 一般廃棄物処理基本計画（たたき台）について 

平成22年10月7日 一般廃棄物処理基本計画素案（たたき台）について 

平成22年11月19日 一般廃棄物処理基本計画素案（案）について 

平成23年2月21日 一般廃棄物処理基本計画 案 について 

 ○一般廃棄物処理基本計画素案に対する区民意見要

旨と区の見解 

凡例：◎部会長 

  ○副部会長 
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４ 区民および事業者からの意見の聴取等 

（１）区民・事業所アンケート 

期  間 概  要 

平成21年10月26日～ 

平成21年11月16日 

区民アンケート調査 

 ○内容：ごみ・資源について 

 ○対象：区内在住の2,000世帯 

 ○調査方法：郵送による送付、回答 

 ○回収状況：有効回答数747票 

       回収率38.1% 

平成21年11月2日～ 

平成21年11月24日 

事業所アンケート調査 

 ○内容：ごみ・資源について 

 ○対象：業種別・従業員規模別の

３,000事業所 

 ○調査方法：郵送による送付、回答 

 ○回収状況：有効回答数1,058票 

       回収率39.5% 

 

（２）区民意見の募集（パブリックコメント） 

期  間 概  要 

平成23年1月21日～ 

平成23年２月14日 

練馬区第３次一般廃棄物処理基本計

画素案について 

 ○意見の提出数 ６通 

  意見件数 １４件 
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